
(財)財務会計基準機構会員
 

平成19年12月期　第３四半期財務・業績の概況
   平成19年11月６日

上場会社名 株式会社 船井財産コンサルタンツ 上場取引所 東証マザーズ

コード番号 ８９２９ ＵＲＬ　http://www.funai-zc.co.jp/

代表者　　　　　（役職名）代表取締役社長 （氏名）平林良仁

問合せ先責任者　（役職名）常務取締役 （氏名）中塚久雄 ＴＥＬ　（０３）５３２１ － ７０２０
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１．平成19年12月期第３四半期の連結業績（平成19年１月１日　～　平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年12月期第３四半期 13,596 19.4 2,790 57.9 2,396 52.6 1,515 65.5

18年12月期第３四半期 11,386 36.2 1,767 92.2 1,571 101.5 915 99.8

18年12月期 13,756 － 1,935 － 1,628 － 903 －

１株当たり四半期
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年12月期第３四半期 28,916 82 26,591 61

18年12月期第３四半期 34,935 7 33,038 92

18年12月期 17,229 43 16,296 33

(2）連結財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年12月期第３四半期 22,461 6,208 27.4 117,377 53

18年12月期第３四半期 17,753 4,568 25.4 172,251 76

18年12月期 17,684 4,829 27.0 91,096 96

(3）連結キャッシュ・フローの状況  

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年12月期第３四半期 △1,565 △390 2,765 5,272

18年12月期第３四半期 4,311 △4,058 1,890 6,101

18年12月期 2,918 △4,296 1,884 4,463

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

18年12月期 －  1,250  －  1,500  2,750  

19年12月期 －  1,500  －  －  

19年12月期（予想） －  －  －  750  2,250  

 （注）平成19年10月１日付で株式分割（普通株式１株を２株に分割）しております。

３．平成19年12月期の連結業績予想（平成19年１月１日　～　平成19年12月31日）

 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,660 28.4 2,940 51.9 2,470 51.6 1,610 78.3 15,359 8
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2）四半期連結財務諸表の作成基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　中間連結財務諸表作成基準

(3）最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　　　　　　　　　　：　有

 　（注）詳細は、18ページ「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(4）会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　有

　四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取

扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを

受けております。

５．個別業績の概要（平成19年１月１日　～　平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年12月期第３四半期 12,189 36.2 2,499 65.7 2,353 72.6 1,395 75.4

18年12月期第３四半期 8,952 30.9 1,507 127.4 1,363 144.2 795 149.7

18年12月期 11,142 － 1,663 － 1,447 － 741 －

１株当たり四半期
（当期）純利益

円 銭

19年12月期第３四半期 26,618 82

18年12月期第３四半期 30,345 6

18年12月期 14,145 25

(2）個別財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年12月期第３四半期 18,396 5,670 30.8 108,199 41

18年12月期第３四半期 13,680 4,187 30.6 159,796 27

18年12月期 13,689 4,413 32.2 84,216 86

６．平成19年12月期の個別業績予想（平成19年１月１日　～　平成19年12月31日）

 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,060 44.1 2,630 58.1 2,460 69.9 1,610 117.2 15,359 8

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

  上記予想に関する事項は４ページ【定性的情報・財務諸表等】３.業績予想に関する定性的情報　をご覧下さ

い。

　なお、平成19年８月６日公表の通期業績予想（連結及び個別）を今回修正し、本日「平成19年12月期業績予想の

修正に関するお知らせ」を別途公表しております。
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【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期における我が国経済は、原油価格の高止まりや各種素材価格の高騰、米国に端を発したサブプライムロー

ン問題の影響などが先行きの景気への懸念材料であるものの、堅調な企業収益や設備投資が増勢を維持し、個人消費関連

の改善も見込まれるなど、全般的に景気は緩やかな回復基調を維持しております。

　また、不動産マーケットにおきましては、先行きの調整懸念はあるものの、堅調なオフィス需要や不動産投資信託（J-

REIT）や不動産私募ファンド等による投資資金の流入を受けて、依然として拡大基調が続いております。

　このような環境のなか、当社におきましては、積極的なセミナーの開催を展開し、財産コンサルティング事業に関連し

た書籍の出版を行なうなど、新規顧客の開拓に注力してまいりました。

　また、不動産共同所有システムの販売や都心部を中心とした大型不動産物件の売却を手掛けたことにより、不動産取引

収益が好調であったことから、利益面においても当初計画を大幅に上回る営業総利益を確保できたことで、大きく業績を

伸ばすことができました。　

 　以上の結果、当第３四半期における営業収益は13,596百万円（前第３四半期比19.4％増）、営業利益は2,790百万円（同

57.9％増）、経常利益は2,396百万円(同52.6％増）、四半期純利益は1,515百万円（同65.5％増）となりました。

 

  当四半期における営業収益の区分別業績は次のとおりであります。

 前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

（平成18年12月期第３四半期） （平成19年12月期第３四半期）

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

財産コンサルティング収益 2,361 20.7 2,023 14.9

不動産取引収益 7,992 70.2 10,436 76.8

サブリース収益 851 7.5 831 6.1

その他収益 181 1.6 305 2.2

合　　　　　計 11,386 100.0 13,596 100.0

 

 ① 財産コンサルティング収益

  財産コンサルティングは、資産家を対象とする個人財産コンサルティングと法人を対象とする法人財産コンサルティン

グに大別されます。

　当第３四半期における個人財産コンサルティングは、積極的な各種セミナーの開催や書籍の発刊による新規顧客の開拓

を実践し、相続対策・対応をはじめ、これらに関連する物件媒介を中心に、また従来から当社が得意としておりますテニ

ス業界や自動車教習所向けコンサルティングに加え、ゴルフ練習場や幼稚園などの新たな業態からも受注を獲得すること

ができたことから、前第３四半期比5.6％増の1,300百万円を計上いたしました。

　一方、法人財産コンサルティングは、前年度の法人向け大型コンサルティング案件の反動から、前四半期比36％減の723

百万円を計上するに留まりました。

　この結果、当第３四半期における財産コンサルティング収益は、前第３四半期比14.3％減の2,023百万円を計上するに留

まりました。

② 不動産取引収益

　不動産取引収益は、不動産共同所有システム（商品名：ADVANTAGE CLUB）を、平成19年３月に「銀座巣鴨」(240口、

2,400百万円)の募集を行ない、募集口数を大幅に超えるお申込をいただいた結果、抽選を実施するなど好評のうちに完売

いたしました。

　そのほか都心部（渋谷区神宮前）を中心とした大型商業ビルを商品化したことが大きく寄与し、当第３四半期における

不動産取引収益は、前第３四半期比30.6%増の10,436百万円を計上いたしました。　

③ サブリース収益

　サブリース収益は、前第３四半期比2.4％減の831百万円を計上いたしました。これは、一部管理物件の契約が満了した

要因によるものであります。なお、平成19年９月末時点で当社グループの管理物件におきましては、契約ベースで満室稼

動となりました。

④ その他収益

　その他収益は、当社グループネットワークへの加盟料やその会費をはじめ、買取債権の回収による収益が寄与したこと

により、前第３四半期比67.9％増の305百万円を計上いたしました。
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２．連結財政状態に関する定性的情報

　当第３四半期における財政状態は、前期末と比べ総資産は4,776百万円の増加、負債は3,398百万円の増加、純資産は

1,378百万円の増加となりました。

　資産の主な変動要因は、現金及び預金の増加860百万円、売掛金の増加236百万円、販売用不動産の増加3,510百万円、買

取債権の増加173百万円などであります。

　負債の主な変動要因は、短期借入金の増加216百万円、長期借入金の増加2,674百万円、社債の増加110百万円、未払法人

税等の増加329百万円などであります。

　純資産の主な変動要因は、利益剰余金の増加1,358百万円などであります。

　これらの結果、１株当たり純資産額は117,377円となり、自己資本比率は27.4％となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

　当第３四半期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ808百万円増加し、

当第３四半期末残高は5,272百万円となりました。

　当四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期における営業活動による資金の減少は、1,565百万円（前第３四半期は4,311百万円の増加）となりまし

た。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益2,553百万円を計上、匿名組合等出資預り金の増加額183百万円などの収入要因、

販売用不動産の増加額3,247百万円、売掛金の増加額178百万円、買取債権の増加額173百万円、法人税等の支払額831百万

円等の支出要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期における投資活動による資金の減少は、390百万円（前第３四半期比90.4％減）となりました。

　これは、主として投資有価証券・出資金の取得による支出331百万円、関係会社株式の取得による支出145百万円、定期

預金等の増加額50百万円等の支出要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期における財務活動による資金の増加は、2,765百万円（前第３四半期比46.3％増）となりました。

　これは主に長期借入れによる収入3,500百万円、社債の発行による収入973百万円等の収入要因に加え、長期借入金の返

済による支出826百万円、社債の償還による支出890百万円、配当金支払額157百万円等の支出要因によるものであります。

 

３．業績予想に関する定性的情報

　前回の通期業績予想には織り込んでおりませんでした「不動産共同所有システム」（ADVANTAGE CLUB新橋）の販売計画

が決定いたしました。また販売用不動産の売却予定時期の見直しを実施した結果、不動産取引収益において計画を大幅に

上回る見込みとなりましたので、平成19年12月期の通期業績予想（連結・個別）を修正いたします。

　通期連結業績の見通しは、平成19年12月期の営業収益17,660百万円（前連結会計年度比28.4％増）、営業利益2,940百

万円（同51.9％増）、経常利益2,470百万円（同51.6％増）、当期純利益1,610百万円（同78.3％増）、１株当たり当期純

利益15,359円となる見込みであります。

　通期個別業績の見通しは、平成19年12月期の営業収益16,060百万円（前事業年度比44.1％増）、営業利益2,630百万円

（同58.1％増）、経常利益2,460百万円（同69.9％増）、当期純利益1,610百万円（同117.2％増）、１株当たり当期純利

益15,359円となる見込みであります。

　なお、財産コンサルティング収益及びサブリース収益におきましては、概ね計画通りに進捗いたしております。

４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　　該当事項はありません。

（2）会計処理の方法における簡便な方法の採用 

　　 該当事項はありません。

 （3）最近会計年度からの会計処理の方法の変更

　　当第３四半期連結会計期間から、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降取得の固定資産については、改正

　法人税法に規定する償却方法により、減価償却費を計上しております。

　　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。
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５．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

  
前四半期連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

（平成18年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金  6,436,177 6,074,242 5,213,882

２．売掛金  444,834 644,614 408,000

３．販売用不動産 ※２ 4,882,496 9,454,998 5,944,546

４．買取債権  626,166 718,045 544,553

５．その他  159,881 322,024 417,323

６．貸倒引当金  △155 △4,048 △229

流動資産合計  12,549,401 70.7 17,209,875 76.6 12,528,076 70.8

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物 ※１ 110,965 110,815 112,353

(2）その他 ※１ 110,708 221,673 111,739 222,554 112,352 224,705

２．無形固定資産  41,495 35,625 44,772

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  890,509 1,249,071 1,053,265

(2）関係会社株式  3,775,395 3,537,210 3,675,686

(3）その他  275,315 4,941,220 206,719 4,993,001 157,957 4,886,909

固定資産合計  5,204,390 29.3 5,251,182 23.4 5,156,387 29.2

資産合計  17,753,791 100.0 22,461,058 100.0 17,684,464 100.0
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前四半期連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度

要約連結貸借対照表

（平成18年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金  61,894 64,024 88,867

２．短期借入金 ※２ 2,400,000 2,606,667 2,390,000

３．１年以内返済予定の長

期借入金
※２ 868,000 136,000 868,000

４．１年以内償還予定の社

債
 940,000 1,020,000 940,000

５．未払法人税等  501,307 851,774 522,721

６．その他  733,306 800,867 710,820

流動負債合計  5,504,508 31.0 5,479,334 24.4 5,520,409 31.2

Ⅱ　固定負債  

１．社債  3,295,000 3,175,000 3,145,000

２．長期借入金 ※２ 136,000 3,500,000 94,000

３．匿名組合等出資預り金  3,064,852 3,054,409 3,098,434

４．退職給付引当金  26,263 29,938 25,263

５．役員退職慰労引当金  130,858 162,675 133,583

６．預り敷金・保証金  777,914 787,596 772,447

７．その他  249,400 63,944 65,666

固定負債合計  7,680,290 43.3 10,773,564 48.0 7,334,394 41.5

負債合計  13,184,798 74.3 16,252,899 72.4 12,854,803 72.7

  

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１．資本金  805,817 4.5 805,817 3.6 805,817 4.6

２．資本剰余金  875,266 4.9 875,266 3.9 875,266 4.9

３．利益剰余金  2,888,965 16.3 4,227,667 18.8 2,869,314 16.2

株主資本合計  4,570,048 25.7 5,908,751 26.3 4,550,398 25.7

Ⅱ　評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差額
金

 △56,019 △0.3 243,239 1.1 224,175 1.3

評価・換算差額等合計  △56,019 △0.3 243,239 1.1 224,175 1.3

Ⅲ　少数株主持分  54,963 0.3 56,168 0.2 55,087 0.3

純資産合計  4,568,993 25.7 6,208,159 27.6 4,829,661 27.3

負債純資産合計  17,753,791 100.0 22,461,058 100.0 17,684,464 100.0
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(2) 四半期連結損益計算書

  
前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

要約連結損益計算書

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　営業収益

１．営業収入  3,393,945 3,159,961  4,247,696

２．不動産売上高  7,992,403 11,386,348 100.0 10,436,548 13,596,509 100.0 9,508,682 13,756,379 100.0

Ⅱ　営業原価

１．営業原価  1,560,082 1,284,415 1,913,076

２．不動産売上原価  6,760,466 8,320,549 73.1 7,942,164 9,226,579 67.9 7,977,325 9,890,402 71.9

営業総利益  3,065,799 26.9 4,369,930 32.1 3,865,977 28.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 1,297,998 11.4 1,579,250 11.6 1,930,621 14.0

営業利益  1,767,801 15.5 2,790,680 20.5 1,935,355 14.1

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息  669 7,855 917

２．受取配当金  4,561 2,362 4,981

３．その他  8,189 13,420 0.1 7,295 17,514 0.1 3,346 9,245 0.0

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息  92,153 104,335 116,380

２．社債発行費  33,079 26,529 33,079

３．持分法による投資損失  57,705 241,195 87,046

４．その他  27,119 210,058 1.8 39,153 411,213 3.0 79,306 315,812 2.3

経常利益  1,571,163 13.8 2,396,980 17.6 1,628,788 11.8
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前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

要約連結損益計算書

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅵ　特別利益

１．貸倒引当金戻入益  1,136 － 1,063

２．投資有価証券売却益  3,750 － 3,750

３．関係会社株式売却益  174 － －

４．その他  － 5,060 0.1 － － － 448 5,261 0.0

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※2 － 438 －

２．固定資産除却損  1,882 － 10,743

３．関係会社株式売却損  19,444 － 35,021

４．投資有価証券評価損  － 18,956 －

５．その他  － 21,326 0.2 － 19,394 0.1 118,645 164,410 1.1

匿名組合等損益分配前税
金等調整前四半期(当
期)純利益

 1,554,897 13.7 2,377,585 17.5 1,469,639 10.7

匿名組合等損益分配額  △52,139 △0.4 △175,898 △1.3 △168,126 △1.2

税金等調整前四半期

(当期)純利益
 1,607,037 14.1 2,553,484 18.8 1,637,766 11.9

法人税、住民税及び事

業税
 733,514 1,144,074 751,710

法人税等調整額  △49,044 684,470 6.0 △107,165 1,036,909 7.6 △24,154 727,555 5.3

少数株主利益  7,058 0.1 986 0.1 7,182 0.0

四半期(当期)純利益  915,508 8.0 1,515,588 11.1 903,028 6.6
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(3) 四半期連結株主資本等変動計算書

前四半期連結会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 2,049,591 3,730,675

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △65,515 △65,515

四半期純利益 － － 915,508 915,508

持分法適用会社減少に伴う剰余金

減少高
－ － △10,620 △10,620

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
－ － － －

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － 839,373 839,373

平成18年９月30日　残高

（千円）
805,817 875,266 2,888,965 4,570,048

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
1,537 1,537 9,137 3,741,350

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － △65,515

四半期純利益 － － － 915,508

持分法適用会社減少に伴う剰余金

減少高
－ － － △10,620

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
△57,556 △57,556 45,826 △11,730

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
△57,556 △57,556 45,826 827,643

平成18年９月30日　残高

（千円）
△56,019 △56,019 54,963 4,568,993
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当四半期連結会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 2,869,314 4,550,398

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △157,236 △157,236

四半期純利益 － － 1,515,588 1,515,588

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
－ － － －

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － 1,358,352 1,358,352

平成19年９月30日　残高

（千円）
805,817 875,266 4,227,667 5,908,751

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 55,087 4,829,661

四半期連結会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － △157,236

四半期純利益 － － － 1,515,588

株主資本以外の項目の四半期連

結会計期間中の変動額（純額）
19,064 19,064 1,081 20,145

四半期連結会計期間中の変動額合計

（千円）
19,064 19,064 1,081 1,378,498

平成19年９月30日　残高

（千円）
243,239 243,239 56,168 6,208,159
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前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 2,049,591 3,730,675

連結会計年度中の変動額

新株の発行 － － － －

剰余金の配当 － － △65,515 △65,515

当期純利益 － － 903,028 903,028

自己株式の処分 － － － －

持分法適用会社減少に伴う剰余

金減少高
－ － △17,790 △17,790

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
－ － － －

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － 819,722 819,722

平成18年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 2,869,314 4,550,398

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
1,537 1,537 9,137 3,741,350

連結会計年度中の変動額

新株の発行 － － － －

剰余金の配当 － － － △65,515

当期純利益 － － － 903,028

自己株式の処分 － － － －

持分法適用会社減少に伴う剰余金

減少高
－ － － △17,790

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
222,637 222,637 45,949 268,587

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
222,637 222,637 45,949 1,088,310

平成18年12月31日　残高（千円） 224,175 224,175 55,087 4,829,661
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(4) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  
前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前四半期(当期)純利

益
 1,607,037 2,553,484 1,637,766

減価償却費  27,298 28,779 41,367

貸倒引当金の増減額(△：減)  △1,136 3,819 △1,063

退職給付引当金の増減額(△：

減)
 106 4,675 △893

役員退職慰労引当金の増加額  8,173 29,092 10,897

受取利息及び配当金  △5,231 △10,218 △5,898

支払利息  92,153 104,335 116,380

社債発行費  33,079 26,529 33,079

持分法による投資損失  57,705 241,195 87,046

固定資産売却損  － 438 －

固定資産除却損  1,882 － 10,743

関係会社株式売却益  △174 － △448

関係会社株式売却損  19,444 － 35,021

投資有価証券売却益  △3,750 － △3,750

投資有価証券評価損  － 18,956 －

匿名組合等損益分配額  △52,139 △175,898 △168,126

売上債権の増加額  △141,131 △178,828 △105,606

販売用不動産の増減額（△：

増）
 3,469,420 △3,247,105 2,144,024

買取債権の増加額  △454,161 △173,491 △372,548

仕入債務の増減額(△：減)  △25,256 △24,842 1,716

預り敷金・保証金の増加額  340,440 15,149 86,873

匿名組合等出資預り金の増加額  162,963 183,293 142,029

その他  △178,733 △74,778 △102,719

小計  4,957,991 △675,414 3,585,891

利息及び配当金の受取額  5,231 42,618 5,898

利息の支払額  △88,456 △101,012 △112,683

法人税等の支払額  △562,904 △831,938 △560,455

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
 4,311,861 △1,565,747 2,918,651
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前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金等の預入による支出  △583,350 △940,270 △1,163,561

定期預金等の払戻による収入  521,066 890,000 685,876

有形固定資産の取得による支出  △31,489 △21,683 △35,638

有形固定資産の売却による収入  － 2,747 －

投資有価証券・出資金の取得に

よる支出
 △400,146 △331,350 △433,500

投資有価証券・出資金の売却等

による収入
 14,250 148,731 259,197

関係会社株式の取得による支出  △3,572,695 △145,020 △3,578,568

関係会社株式の売却による収入  18,732 － 24,087

少数株主持分の取得による支出  △10,000 － △10,000

その他  △15,321 5,911 △44,842

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
 △4,058,955 △390,934 △4,296,951

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額(△：減)  △80,000 216,667 △90,000

長期借入れによる収入  － 3,500,000 －

長期借入金の返済による支出  △826,000 △826,000 △868,000

社債の発行による収入  966,920 973,470 966,920

社債の償還による支出  △802,500 △890,000 △952,500

匿名組合等出資預り金の預かり

による収入
 2,650,000 － 2,898,100

匿名組合等出資預り金の分配に

よる支出
 － △51,420 △52,860

配当金の支払額  △65,515 △157,236 △65,515

少数株主からの払込みによる収

入
 48,000 － 48,000

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
 1,890,905 2,765,480 1,884,145

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額  2,143,811 808,799 505,845

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  3,957,976 4,463,821 3,957,976

Ⅵ　現金及び現金同等物の四半期末(期

末)残高
 6,101,787 5,272,620 4,463,821
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年12月31日 ）

１．連結の範囲に関する事

項

連結子会社の数　　11社

連結子会社の名称

㈱船井財産コンサルタンツ・ネッ

トワークシステム

㈱船井エステート

㈲暁事業再生ファンド

㈲船井企業投資ファンド１号

ＫＲＦコーポレーション㈲

㈲ふるさと再生ファンド

㈲地域企業再生ファンド

㈲エスエフ投資ファンド

日本不動産格付㈱ 

㈱登美二

100年ファンド投資事業有限責任

組合

なお、

日本不動産格付㈱ 

㈱登美二

100年ファンド投資事業有限責任

組合

は設立により、当四半期連結会計

期間より連結子会社となりました。

連結子会社の数　　９社

連結子会社の名称

㈱船井エステート

㈲暁事業再生ファンド

㈲船井企業投資ファンド１号

ＫＲＦコーポレーション㈲

㈲ふるさと再生ファンド

㈲エスエフ投資ファンド

日本不動産格付㈱ 

㈱登美二

100年ファンド投資事業有限責任

組合

なお、

㈱とちぎ投資ファンド

は、清算により当四半期連結会計

期間より連結子会社に該当しなく

なりました。

また、前連結会計年度まで連結子

会社であった㈱船井財産コンサル

タンツ・ネットワークシステムは

平成19年3月31日付で当社に吸収

合併されました。

連結子会社の数　　11社

連結子会社の名称

㈱船井財産コンサルタンツ・ネッ

トワークシステム

㈱船井エステート

㈲暁事業再生ファンド

㈲船井企業投資ファンド１号

ＫＲＦコーポレーション㈲

㈲ふるさと再生ファンド

㈲エスエフ投資ファンド

日本不動産格付㈱ 

㈱登美二

100年ファンド投資事業有限責任

組合

㈱とちぎ投資ファンド

なお、

日本不動産格付㈱

㈱登美二

100年ファンド投資事業有限責

任組合

㈱とちぎ投資ファンド

は設立により、当連結会計年度よ

り連結子会社となりました。

㈲地域企業再生ファンド

は株式売却により、当連結会計年

度より連結子会社に該当しなくな

りました。
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項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年12月31日 ）

２．持分法の適用に関する

事項

(1）持分法適用の関連会社数　７社

会社名

㈱船井財産コンサルタンツ　静岡

㈱船井財産コンサルタンツ　広島

㈱船井財産コンサルタンツ　奈良

㈱船井財産トータルサポート

日本インベスターズ証券㈱

日本ファイナンシャル・アドバイ

ザー㈱

㈱うかい

なお、㈱うかいは株式取得により、

当四半期連結会計期間より関連会社

となりました。

また、

㈱船井財産コンサルタンツ　埼玉

㈱船井財産コンサルタンツ　京都

㈱船井財産コンサルタンツ　大阪

㈱船井財産コンサルタンツ　兵庫

㈱船井財産コンサルタンツ　名古屋

㈱船井財産コンサルタンツ　福島

㈱船井財産コンサルタンツ　長野

㈱船井財産コンサルタンツ　徳島

㈱船井財産コンサルタンツ　熊本

㈱船井財産コンサルタンツ　沖縄

㈱船井財産コンサルタンツ　京葉

㈱船井財産コンサルタンツ　金沢

㈱船井財産コンサルタンツ　城北

は株式売却により、当四半期連結会

計期間より関連会社に該当しなくな

りました。

(1）持分法適用の関連会社数　４社

会社名

日本インベスターズ証券㈱

日本ファイナンシャル・アドバイ

ザー㈱

㈱うかい

㈱河口湖うかい

なお、

㈱河口湖うかい

は株式取得により、当四半期連結会

計期間より関連会社となりました。

(1）持分法適用の関連会社数  ３社

会社名

日本インベスターズ証券㈱

日本ファイナンシャル・アドバイ

ザー㈱

㈱うかい

なお、㈱うかいは株式取得により、

当連結会計年度より関連会社となり

ました。

㈱船井財産コンサルタンツ　埼玉

㈱船井財産コンサルタンツ　京都

㈱船井財産コンサルタンツ　大阪

㈱船井財産コンサルタンツ　兵庫

㈱船井財産コンサルタンツ　名古屋

㈱船井財産コンサルタンツ　福島

㈱船井財産コンサルタンツ　長野

㈱船井財産コンサルタンツ　徳島

㈱船井財産コンサルタンツ　熊本

㈱船井財産コンサルタンツ　沖縄

㈱船井財産コンサルタンツ　京葉

㈱船井財産コンサルタンツ　金沢

㈱船井財産コンサルタンツ　城北

㈱船井財産コンサルタンツ　静岡

㈱船井財産コンサルタンツ　広島

㈱船井財産コンサルタンツ　奈良

クォンタムジャンプジャパン㈱

(旧㈱船井財産トータルサポート)

は株式売却により、当連結会計年度

より関連会社に該当しなくなりまし

た。

 (2）持分法適用会社のうち、㈱うか

い、日本インベスターズ証券㈱及

び日本ファイナンシャル・アドバ

イザー㈱の四半期決算日は12月31

日であり、９月30日にて仮決算を

行っています。その他の持分法適

用会社の四半期決算日は、四半期

連結決算日と同じであります。

(2）持分法適用会社のうち、日本イ

ンベスターズ証券㈱、日本ファイ

ナンシャル・アドバイザー㈱、㈱

うかいの四半期決算日は12月31日

であり、９月30日にて仮決算を

行っております。㈱河口湖うかい

の四半期決算日は11月30日であり、

８月31日にて仮決算を行っており

ます。

(2）持分法適用会社３社の決算日は

３月31日であり、12月31日にて仮

決算を行なっております。

３．連結子会社の四半期決

算日（決算日）等に

関する事項

連結子会社のうち、100年ファンド投

資事業有限責任組合の四半期決算日

は12月31日であり、９月30日にて仮

決算を行っております。

その他の連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と同じであり

ます。

連結子会社のうち、100年ファンド投

資事業有限責任組合の四半期決算日

は12月31日であり、９月30日にて仮

決算を行っております。

その他の連結子会社の四半期決算日

は、四半期連結決算日と同じであり

ます。

連結子会社のうち、100年ファンド投

資事業有限責任組合の事業年度末日

は３月31日、㈱とちぎ投資ファンド

の事業年度末日は９月30日であり、

12月31日にて仮決算を行なっており

ます。

その他の連結子会社の事業年度末日

は、連結決算日と同じであります。
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項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年12月31日 ）

４．会計処理基準に関する

事項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券 ①　有価証券 ①　有価証券

イ．その他有価証券

時価のあるもの

四半期決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

イ．その他有価証券

時価のあるもの

同左

イ．その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

 　時価のないもの

移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

 ロ．投資事業有限責任組合に類する

　　出資の会計処理

　投資事業有限責任組合に類する

出資の会計処理は、当社の連結子

会社が組合事業を推進し従事する

営業者となっている匿名組合・任

意組合への出資に係る損益は営業

損益に計上し、当社の連結子会社

が組合事業の営業者となっていな

い匿名組合・任意組合への出資に

係る損益は営業外損益に計上して

おります。

ロ．投資事業有限責任組合に類する

　　出資の会計処理

同左

ロ．投資事業有限責任組合に類する

　　出資の会計処理

同左

 ②　たな卸資産

イ．販売用不動産

個別法による原価法によってお

ります。

②　たな卸資産

イ．販売用不動産

同左

②　たな卸資産

イ．販売用不動産

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物及び構築物　　 10～39年

その他　　　　　　 ４～８年

①　有形固定資産

同左

①　有形固定資産

同左

 ②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用）

については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

②　無形固定資産

同左

②　無形固定資産

同左
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項目
前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間
（ 自　平成19年１月１日   
   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度
（ 自　平成18年１月１日   
   至　平成18年12月31日 ）

(3）繰延資産の処理方法 ①　社債発行費

支出時に全額費用処理しております。

①　社債発行費

同左

①　社債発行費

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討して回収不能見込額を計

上しております。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

 ②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当四半期連結会計期間末における

退職給付債務の見込額（自己都合

による当四半期連結会計期間末要

支給額の100％相当額）に基づき

計上しております。

②　退職給付引当金

同左

②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務の見込額（自己都合による

当連結会計年度末要支給額の

100％相当額）に基づき計上して

おります。

 ③　役員退職慰労引当金

提出会社の役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規による当四

半期連結会計期間末要支給額を計

上しております。

③　役員退職慰労引当金

同左

③　役員退職慰労引当金

提出会社の役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規による当連

結会計年度末要支給額を計上して

おります。

(5）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

(6）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、金

利スワップの特例処理の要件を満

たしているため特例処理を採用し

ております。

   ─────────────

 

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、金

利スワップの特例処理の要件を満

たしているため特例処理を採用し

ております。

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段　金利スワップ取引

  ヘッジ対象　借入金の利息

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段　金利スワップ取引

    ヘッジ対象　借入金の利息

 ③　ヘッジ方針

借入金の利息に係る金利変動リス

クをヘッジしております。

 ③　ヘッジ方針

借入金の利息に係る金利変動リス

クをヘッジしております。

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性の評価を

省略しております。

 ④　ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性の評価を

省略しております。

(7）その他四半期連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための重要な

事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当四半期連結会計期間の費用とし

て処理しております。

①　消費税等の会計処理

同左

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理

しております。

５．四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲

四半期連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前四半期連結会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当四半期連結会計期間から「固定資産の減

  損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

  係る会計基準の設定に関する意見書」（企

  業会計審議会  平成14年８月９日）） 及び

 「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

  針」（企業会計基準委員会  平成15年10月

  31日企業会計基準適用指針第６号）を適用

  しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

       ───────────── （固定資産の減損に係る会計基準）

  当連結会計年度から「固定資産の減損に

　係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

　会計基準の設定に関する意見書」（企業会

　計審議会  平成14年８月９日）） 及び「固

　定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

　（企業会計基準委員会  平成15年10月31日

　企業会計基準適用指針第６号）を適用して

　おります。

  これによる損益に与える影響はありません。

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

  当四半期連結会計期間より、「貸借対照表

  の純資産の部の表示に関する会計基準」

 （企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

  及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

  する会計基準等の適用指針」（企業会計基

  準適用指針第８号平成17年12月９日）を適

　用しております。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

  4,514,029千円であります。

  なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

　り、当四半期連結会計期間における四半期

　連結貸借対照表の純資産の部については、

　改正後の中間連結財務諸表規則により作成

　しております。

       ─────────────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純

　資産の部の表示に関する会計基準」（企業

　会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

　会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

　用指針第８号平成17年12月９日）を適用し

　ております。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

  4,774,573千円であります。

  なお、連結財務諸表規則の改正により、

　当連結会計年度における連結貸借対照表の

　純資産の部については、改正後の連結財務

　諸表規則により作成しております。

        ────────────  (企業結合に係る会計基準等)

　当四半期連結会計期間より、「企業結合に

　係る会計基準」（企業会計審議会　平成15

  年10月31日）及び「事業分離等に関する会

  計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

  12月27日　企業会計基準第７号）並びに　

　「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

　準に関する適用指針」（企業会計基準委員

　会　最終改正平成18年12月22日　企業会計

  基準適用指針第10号）を適用しておりま

　す。

        ────────────

        ────────────  (減価償却方法の変更)

　当四半期連結会計期間から、法人税法の改

  正に伴い、平成19年４月１日以降取得の固

　定資産については、改正法人税法に規定す

　る償却方法により、減価償却費を計上して

　おります。

  なお、この変更に伴う営業利益、経常利益

  及び税金等調整前四半期純利益に与える影

  響は軽微であります。

        ────────────

表示方法の変更

前四半期連結会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

(四半期連結貸借対照表)

関係会社株式は、前四半期連結会計期間においては、投資有価証券に

含めて掲記しておりましたが、当四半期連結会計期間において関係会

社株式が総資産の100分の5を超えたため、関係会社株式を区分掲記し

て表示しております。なお、前四半期会計期間末における関係会社株

式は、95,310千円であります。

─────────────
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(5）注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

前四半期連結会計期間末

（平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間末

（平成19年９月30日）

前連結会計年度

（平成18年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

80,341 千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

102,165 千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

83,553 千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額

販売用不動産 3,293,223 千円

計 3,293,223  

販売用不動産 5,234,237 千円

計 5,234,237  

販売用不動産 2,306,286 千円

計 2,306,286  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 1,720,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
700,000

計 2,420,000  

短期借入金 700,000 千円

長期借入金 3,500,000

計 4,200,000  

短期借入金 820,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
700,000

 

計 1,520,000  

（四半期連結損益計算書関係）

前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は次のとおりであります。

人件費 599,180 千円

役員退職慰労引当金

繰入額

8,173  

人件費 716,611 千円

役員退職慰労引当金

繰入額

29,092  

貸倒引当金繰入額 3,819  

人件費 949,068 千円

役員退職慰労引当金

繰入額

18,630  

※２．   ───────────── ※２．固定資産売却損は、車両438千円であり

ます。

※２．   ─────────────
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（四半期連結株主資本等変動計算書関係）

 前四半期連結会計期間（自 平成18年１月１日  至 平成18年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数

当四半期連結会計期
間増加株式数

当四半期連結会計期
間減少株式数

当四半期連結会計期
間末株式数

普通株式（株） 26,206 － － 26,206

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月25日

定時株主総会
普通株式 32,757 1,250 平成17年12月31日 平成18年３月26日

平成18年８月３日

取締役会
普通株式 32,757 1,250 平成18年６月30日 平成18年９月14日

（２）基準日が当四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間末以降とな

      るもの

　該当事項はありません。
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 当四半期連結会計期間（自 平成19年１月１日  至 平成19年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数

当四半期連結会計期
間増加株式数

当四半期連結会計期
間減少株式数

当四半期連結会計期
間末株式数

普通株式（株） 52,412 － － 52,412

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月６日

取締役会
普通株式 78,618 1,500 平成18年12月31日 平成19年３月26日

平成19年８月６日

取締役会
普通株式 78,618 1,500 平成19年６月30日 平成19年９月14日

（２）基準日が当四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期連結会計期間末以降とな

      るもの

　該当事項はありません。
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 前連結会計年度（自 平成18年１月１日  至 平成18年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末株
式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末株
式数

普通株式（株） 26,206 26,206 － 52,412

     （注）普通株式の発行済株式総数の増加の要因は次の通りであります。

            平成18年11月１日付、１：２の株式分割による増加　26,206株

２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月25日

定時株主総会
普通株式 32,757 1,250 平成17年12月31日 平成18年３月27日

平成18年８月３日

取締役会
普通株式 32,757 1,250 平成18年６月30日 平成18年９月14日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年３月６日

取締役会
普通株式 78,618  利益剰余金 1,500 平成18年12月31日 平成19年３月26日

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成18年１月１日　 

 　至　平成18年12月31日 ）

１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四

半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成18年９月30日現在）

１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四

半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成19年９月30日現在）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

（平成18年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 6,436,177

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

△334,389

現金及び現金同等物 6,101,787

 （千円）

現金及び預金勘定 6,074,242

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

△801,621

現金及び現金同等物 5,272,620

 （千円）

現金及び預金勘定 5,213,882

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金

△750,060

現金及び現金同等物 4,463,821
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 (リース取引関係)

前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

24,351 10,798 13,553

合計 24,351 10,798 13,553

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,670 14,429 9,240

合計 23,670 14,429 9,240

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

その他（有

形固定資

産）

23,970 11,730 12,239

合計 23,970 11,730 12,239

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,047千円

１年超 9,698

合計 13,746

１年内 3,979千円

１年超 5,462

合計 9,442

１年内 3,983千円

１年超 8,452

合計 12,436

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 3,228千円

減価償却費相当額 3,095

支払利息相当額 175

支払リース料 3,094千円

減価償却費相当額 2,973

支払利息相当額 127

支払リース料 4,125千円

減価償却費相当額 3,965

支払利息相当額 215

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 886,124千円

１年超 2,769,892

合計 3,656,017

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 859,204千円

１年超 1,916,088

合計 2,775,292

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 886,124千円

１年超 2,548,361

合計 3,434,485
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 (有価証券関係)

前四半期連結会計期間末（平成18年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 40,743 48,181 7,438

その他(注１) 332,512 227,813 △104,698

合計 373,255 275,995 △97,260

 (注１)「その他」はみなし有価証券にかかる金額を記載しております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容・区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 614,513

非上場株式 72,650

匿名組合出資金 541,863

当四半期連結会計期間末（平成19年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 48,743 458,859 410,115

合計 48,743 458,859 410,115

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容・区分 四半期連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 790,212

非上場株式 381,960

匿名組合出資金等 408,252
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前連結会計年度（平成18年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 48,743 430,625 381,882

その他(注１) 44,822 40,912 △3,909

合計 93,566 471,538 377,972

 (注１)「その他」はみなし有価証券にかかる金額を記載しております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

内容・区分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券 581,727

非上場株式 79,990

匿名組合出資金等 501,737

 (デリバティブ取引関係)

前四半期連結会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年９月30日）

当社グループは金利スワップ取引を行っておりましたが、平成18年６月30日にて取引が終了しております。

当四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

当社グループは金利スワップ取引を行っておりましたが、平成18年６月30日にて取引が終了しております。
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（ストック・オプション等関係）

 　　　前四半期連結会計期間（自 平成18年１月１日　至 平成18年９月30日）

　　　１．ストック・オプションの内容及び規模

　　　　　当四半期連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。

 第１回 ストックオプション

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社監査役３名、当社従業員80名、その他14名 

 ストック・オプションの付与数　　　（注）1 普通株式　2,000株 

 付与日 平成18年２月28日 

 権利確定条件 （注）２ 

 対象勤務期間 （注）３ 

 権利行使期間 平成19年１月１日から平成22年12月31日まで 

 権利行使価格 １株当たり 50,000円 

 公正な評価単価（付与日）　　　　　（注）４ － 

 （注）１　株式数に換算して記載しております。

　　 　２　①新株予約権行使期間中に当社が㈱東京証券取引所第１部に上場された日以降に新株予約権を行使できる。

  　　　 　②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社並びに当社関係会社の取締役、監査役、従業

　　　　　 員及び従業員に準ずるものと取締役会で認めた個人であり（以下、「当社取締役等」という）かつ新株予約

　　　　　 権発行後継続して行使時まで当社取締役等の地位にあることを要す。

　　 　３  対象勤務期間の定めはありません。

　　 　４  会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。

 

 第２回 ストックオプション

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役７名、当社監査役３名、当社従業員93名

 ストック・オプションの付与数　　　（注）1 普通株式　2,500株 

 付与日 平成18年４月24日 

 権利確定条件 （注）２ 

 対象勤務期間 （注）３ 

 権利行使期間 平成20年４月１日から平成23年３月31日まで 

 権利行使価格 １株当たり 956,000円 

 公正な評価単価（付与日）　　　　　（注）４ － 

 （注）１　株式数に換算して記載しております。

　　 　２　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社並びに当社関係会社の取締役、監査役、従業

           員及び従業員に準ずるものと取締役会で認めた個人であり（以下、「当社取締役等」という）かつ新株予約

　　　　　 権発行後継続して行使時まで当社取締役等の地位にあることを要す。

　　 　３  対象勤務期間の定めはありません。

　　 　４  会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。

 

　　　２．四半期連結財務諸表への影響額

　　　会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、四半期連結財務諸表への影響はありません。
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当四半期連結会計期間（自 平成19年１月１日　至 平成19年９月30日）

　該当事項はありません。

 　　　前連結会計年度（自 平成18年１月１日　至 平成18年12月31日）

　　　１．ストック・オプションの内容及び規模

　　　　　当連結会計年度において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。

 第１回 ストックオプション

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名、当社監査役３名、当社従業員80名、その他14名 

 ストック・オプションの付与数　　　（注）1 普通株式　4,000株 

 付与日 平成18年２月28日 

 権利確定条件 （注）２ 

 対象勤務期間 （注）３ 

 権利行使期間 平成19年１月１日から平成22年12月31日まで 

 権利行使価格 １株当たり 50,000円 

 公正な評価単価（付与日）　　　　　（注）４ － 

 （注）１　株式数に換算して記載しております。なお、平成18年11月１日付で普通株式１株を２株に分割いたしており

　　　　　 ます。これにより、新株予約権の株式数を調整しております。

　　 　２　①新株予約権行使期間中に当社が㈱東京証券取引所第１部に上場された日以降に新株予約権を行使できる。

  　　　 　②新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社並びに当社関係会社の取締役、監査役、従業

　　　　　 員及び従業員に準ずるものと取締役会で認めた個人であり（以下、「当社取締役等」という）かつ新株予約

　　　　　 権発行後継続して行使時まで当社取締役等の地位にあることを要す。

　　 　３  対象勤務期間の定めはありません。

　　 　４  会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。

 

 第２回 ストックオプション

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役７名、当社監査役３名、当社従業員93名

 ストック・オプションの付与数　　　（注）1 普通株式　5,000株 

 付与日 平成18年４月24日 

 権利確定条件 （注）２ 

 対象勤務期間 （注）３ 

 権利行使期間 平成20年４月１日から平成23年３月31日まで 

 権利行使価格 １株当たり 478,000円 

 公正な評価単価（付与日）　　　　　（注）４ － 

 （注）１　株式数に換算して記載しております。なお、平成18年11月１日付で普通株式１株を２株に分割いたしており

　　　　　 ます。これにより、新株予約権の株式数を調整しております。

　　 　２　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社並びに当社関係会社の取締役、監査役、従業

           員及び従業員に準ずるものと取締役会で認めた個人であり（以下、「当社取締役等」という）かつ新株予約

　　　　　 権発行後継続して行使時まで当社取締役等の地位にあることを要す。

　　 　３  対象勤務期間の定めはありません。

　　 　４  会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。

 

　　２．連結財務諸表への影響額

　　　　会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、連結財務諸表への影響はありません。
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(6）セグメント情報

①　事業の種類別セグメント情報

前四半期連結会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年９月30日）

　当社グループは財産コンサルティングに特化したサービスを提供する企業集団として、個人及び法人の財産

承継、資産再生等のコンサルティングを手掛けており、財産コンサルティング事業という単一の事業セグメン

トに属しております。

当四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

　当社グループは財産コンサルティングに特化したサービスを提供する企業集団として、個人及び法人の財産

承継、資産再生等のコンサルティングを手掛けており、財産コンサルティング事業という単一の事業セグメン

トに属しております。

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

　当社グループは財産コンサルティングに特化したサービスを提供する企業集団として、個人及び法人の財産

承継、資産再生等のコンサルティングを手掛けており、財産コンサルティング事業という単一の事業セグメン

トに属しております。

②　所在地別セグメント情報

前四半期連結会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年９月30日）

本邦以外の国または地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

当四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

本邦以外の国または地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

本邦以外の国または地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

③　海外売上高

前四半期連結会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年９月30日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

当四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

当四半期連結会計期間における海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

海外売上高がないため該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

 当四半期連結会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

 共通支配下の取引

 　　結合当事企業

 　　　当社及び当社の連結子会社株式会社船井財産コンサルタンツ・ネットワークシステム。

 　　企業結合の法的形式

 　　　当社を存続会社、株式会社船井財産コンサルタンツ・ネットワークシステムを消滅会社とする吸収合併であり、

　　 簡易合併の手続きにより合併しております。

 　　結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

 　　　当社グループの事業の効率化のための合併であり、合併期日において当社は株式会社船井財産コンサルタンツ・

　 　ネットワークシステムの資産・負債及び権利義務の一切を引き継いでおります。

 　　実施した会計処理の概要

 　　　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（平成15年10月31日　企業会計審議会）及び「企業結合会計基準及び事

　　 業分離等会計基準に関する適用指針」（最終改正平成18年12月22日　企業会計基準委員会）に基づき、共通支配下

     の取引として会計処理を行っており、被合併会社から受け入れる資産及び負債は適正な帳簿価額により計上してお

     ります。
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（１株当たり情報）

前四半期連結会計期間

（ 自　平成18年１月１日　 

　 至　平成18年９月30日 ）

当四半期連結会計期間

（ 自　平成19年１月１日　 

　 至　平成19年９月30日 ）

前連結会計年度

（ 自　平成18年１月１日　 

 　至　平成18年12月31日 ）

１株当たり純資産額 172,251円76銭

１株当たり四半期純利益 34,935円 7銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
33,038円92銭

１株当たり純資産額 117,377円53銭

１株当たり四半期純利益 28,916円82銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
26,591円61銭

１株当たり純資産額 91,096円96銭

１株当たり当期純利益 17,229円43銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
16,296円33銭

平成17年12月20日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期連結会計期間におけ

る１株当たり情報については、以下のとおり

であります。

１株当たり純資産額 136,239円86銭

１株当たり四半期純利益 17,772円11銭

  当社は、平成18年11月１日付で株式１株に

つき２株の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期連結会計期間におけ

る１株当たり情報については、以下のとおり

であります。

１株当たり純資産額 86,125円88銭

１株当たり四半期純利益 17,467円54銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
16,519円46銭

  当社は、平成18年11月１日付で株式１株に

つき２株の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりであり

ます。

１株当たり純資産額 71,209円14銭

１株当たり当期純利益 12,375円49銭

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前四半期連結会計期間

（自 平成18年１月１日  

  至 平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間

（自 平成19年１月１日  

  至 平成19年９月30日）

前連結会計年度

（自 平成18年１月１日  

  至 平成18年12月31日）

１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益（千円） 915,508 1,515,588 903,028

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

 普通株式に係る四半期（当期）純利益（千円） 915,508 1,515,588 903,028

期中平均株式数（株） 26,206 52,412 52,412

 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） 1,504 4,583 3,001

 （うち新株予約権） (1,504) (4,583) (3,001)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

   　─────  　　───── 　第二回ストック・オプ

ション（株式換算数4,854

株）
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（重要な後発事象）

前四半期連結会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年９月30日）

当四半期連結会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

  株式分割

　当社の平成18年９月25日開催の取締役会に

おいて株式分割に関し、下記のとおり決議い

たしました。

（1）株式分割の目的

　投資単価の引き下げ及び当社株式の流動性

の向上、個人投資家層の拡大を図ることを目

的といたします。

（2）株式分割の方法

　平成18年10月31日最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載または記録された株主の所有

株式数を１株につき２株の割合をもって分割

する。

（3）分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式数　　26,206株

今回の分割により増加する株式数　26,206株

株式分割後の当社発行済株式総数　52,412株

（4）日程

　基準日　　　　　　　平成18年10月31日

　効力発生日　　　　　平成18年11月１日

　新株交付日　　　　　平成18年12月20日

(5)1株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が、前期首に行われたと仮定

した場合の前四半期連結会計期間及び前連結

会計年度における1株当たり情報並びに当期首

に行われたと仮定した場合の当四半期連結会

計期間における1株当たり情報はそれぞれ以下

のとおりです。

前四半期連結

会計期間 

当四半期連結

会計期間 

前連結会計

年度 

１株当たり

純資産額

68,119円93銭

 

1株当たり

四半期純利益

 8,886円 6銭

 

 

 

 

１株当たり

純資産額

86,125円88銭

 

1株当たり

四半期純利益

17,467円54銭

 

潜在株式調整

後１株当たり

四半期純利益

16,519円46銭

１株当たり

純資産額

71,209円13銭

 

1株当たり

当期純利益

12,375円49銭

 

 

 

 

株式の分割

平成19年８月20日開催の臨時取締役会におい

て、株式の分割に関し、下記のとおり決議いた

しました。

（1）株式分割の目的

　投資単価の引き下げ及び当社株式の流動性の

向上、個人投資家層の拡大を図ることを目的と

いたします。

（2）株式分割の概要

①平成19年９月30日（日）最終の株主名簿及び

実質株主名簿に記載された株主の所有普通株式

１株につき２株の割合をもって分割いたしま

す。

　ただし、当日は株主名簿管理人の休業日につ

き、実質上は平成19年９月28日（金）を基準日

として、株主の所有普通株式を１株につき２株

の割合をもって分割いたします。

②分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式数　　52,412株

今回の分割により増加する株式数　52,412株

株式分割後の当社発行済株式総数 104,824株

株式分割後の発行可能株式総数　 288,000株

（3）日程

株式分割基準日　　平成19年９月30日（日）

効力発生日　　　　平成19年10月１日（月）

新株券交付日　　　平成19年11月20日（火）

 

　当該株式分割は前期首に行われたと仮定した

場合の前四半期連結会計期間及び前連結会計年

度における１株当たり情報並びに当期首に行わ

れたと仮定した場合の当四半期連結会計期間に

おける１株当たり情報は、それぞれ以下のとお

りとなります。

前四半期連結

会計期間 

当四半期連結

会計期間 

前連結会計

年度 

１株当たり

純資産額

43,062円94銭

 

1株当たり

四半期純利益

 8,733円77銭

 

潜在株式調整

後１株当たり

四半期純利益

 8,259円73銭

１株当たり

純資産額

58,688円76銭

 

1株当たり

四半期純利益

14,458円41銭

 

潜在株式調整

後１株当たり

四半期純利益

13,295円80銭

１株当たり

純資産額

45,548円48銭

 

1株当たり

当期純利益

 8,614円72銭

 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

 8,148円17銭

           ───────────
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６．四半期個別財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

  
前四半期会計期間末

（平成18年９月30日）

当四半期会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成18年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金  4,640,165 4,461,890 3,410,179

２．売掛金  413,474 623,401 423,880

３．販売用不動産 ※２ 4,400,458 9,454,998 5,450,838

４．関係会社短期貸付金  480,000 － 480,000

５．その他  ※３ 174,791 310,036 420,608

６．貸倒引当金  △132 △3,895 △131

流動資産合計  10,108,756 73.9 14,846,430 80.7 10,185,374 74.4

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産  

(1)建物及び構築物 ※１ 97,915 96,677 97,857

(2)その他 ※１ 103,012 103,455 104,194

有形固定資産合計  200,928 200,133 202,051

２．無形固定資産  36,988 22,657 31,013

３．投資その他の資産  

(1)投資有価証券  887,509 919,071 1,049,455

(2)関係会社株式  441,912 524,932 385,412

(3)その他の関係会社有

価証券
 1,748,738 1,740,676 1,681,380

(4)その他  255,223 142,814 155,161

投資その他の資産合計  3,333,383 3,327,494 3,271,409

固定資産合計  3,571,299 26.1 3,550,285 19.3 3,504,475 25.6

資産合計  13,680,055 100.0 18,396,715 100.0 13,689,850 100.0
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前四半期会計期間末

（平成18年９月30日）

当四半期会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度

要約貸借対照表

（平成18年12月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金  47,969 58,148 72,972

２．短期借入金 ※２ 2,400,000 2,606,667 2,390,000

３．１年以内返済予定の

長期借入金
※２ 868,000 136,000 868,000

４．１年以内償還予定の

社債
 940,000 1,020,000 940,000

５．未払金  212,467 247,991 209,852

６．その他 ※３ 939,818 1,229,534 876,189

流動負債合計  5,408,255 39.5 5,298,341 28.8 5,357,014 39.1

Ⅱ　固定負債  

１．社債  3,295,000 3,175,000 3,145,000

２．長期借入金 ※２ 136,000 3,500,000 94,000

３．退職給付引当金  26,263 29,938 25,263

４．役員退職慰労引当金  130,858 162,675 133,583

５．預り敷金・保証金  246,655 246,779 247,892

６．匿名組合等出資預り金  － 249,087 195,240

７．その他  249,400 63,944 77,882

固定負債合計  4,084,178 29.9 7,427,426 40.4 3,918,861 28.7

負債合計  9,492,434 69.4 12,725,768 69.2 9,275,876 67.8

  

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１．資本金  805,817 5.9 805,817 4.4 805,817 5.9

２．資本剰余金  

  (1)  資本準備金  875,266 875,266 875,266

    資本剰余金合計  875,266 6.4 875,266 4.7 875,266 6.4

３．利益剰余金  

  (1)  利益準備金  6,750 6,750 6,750

  (2)  その他利益剰余金  

       別途積立金  1,700,000 1,700,000 1,700,000

       繰越利益剰余金  855,806 2,039,874 801,964

    利益剰余金合計  2,562,556 18.7 3,746,624 20.4 2,508,714 18.3

       株主資本合計  4,243,640 31.0 5,427,707 29.5 4,189,798 30.6

Ⅱ　評価・換算差額等  

  １．その他有価証券評価
      差額金  

 △56,019 △0.4 243,239 1.3 224,175 1.6

  評価・換算差額等合計  △56,019 △0.4 243,239 1.3 224,175 1.6

純資産合計  4,187,621 30.6 5,670,947 30.8 4,413,973 32.2

負債純資産合計  13,680,055 100.0 18,396,715 100.0 13,689,850 100.0
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(2) 四半期損益計算書

  
前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

要約損益計算書

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

区分
注記

番号
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　営業収益

１．営業収入  3,303,870 2,590,110 3,704,690

２．不動産売上高  5,648,995 8,952,866 100.0 9,599,659 12,189,770 100.0 7,437,865 11,142,556 100.0

Ⅱ　営業原価

１．営業原価  1,187,351 805,090 1,318,418

２．不動産売上原価  5,076,016 6,263,368 70.0 7,391,348 8,196,438 67.2 6,369,655 7,688,074 69.0

営業総利益  2,689,498 30.0 3,993,331 32.8 3,454,481 31.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費  1,181,554 13.2 1,494,180 12.3 1,790,660 16.1

営業利益  1,507,944 16.8 2,499,151 20.5 1,663,821 14.9

Ⅳ　営業外収益  ※１ 13,601 0.2 15,824 0.1 18,376 0.2

Ⅴ　営業外費用 ※２ 157,548 1.8 161,365 1.3 234,439 2.1

経常利益  1,363,996 15.2 2,353,610 19.3 1,447,757 13.0

Ⅵ　特別利益  11,046 0.2 10,299 0.1 14,579 0.1

Ⅶ　特別損失  16,882 0.2 19,929 0.2 144,388 1.3

匿名組合等損益分配前

税引前四半期純利益
 － －  2,343,980 19.2 － －

匿名組合等損益分配額  － －  20,186 0.1 － －

税引前四半期（当期）

純利益
 1,358,161 15.2  2,323,793 19.1 1,317,948 11.8

法人税、住民税及び事

業税
 606,890 1,002,312 589,653

法人税等調整額  △43,951 562,938 6.3 △73,663 928,648 7.7 △13,086 576,567 5.1

四半期（当期）純利益  795,222 8.9 1,395,145 11.4 741,381 6.7
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(3）四半期株主資本等変動計算書

前四半期会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 875,266 6,750 1,300,000 526,098 1,832,848 3,513,932

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △65,515 △65,515 △65,515

四半期純利益 － － － － － 795,222 795,222 795,222

別途積立金の積立 － － － － 400,000 △400,000 － －

株主資本以外の項目の四半期会

計期間中の変動額（純額）
－ － － － － － － －

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － 400,000 329,707 729,707 729,707

平成18年９月30日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 855,806 2,562,556 4,243,640

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
1,537 1,537 3,515,469

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △65,515

四半期純利益 － － 795,222

別途積立金の積立 － － －

株主資本以外の項目の四半期

会計期間中の変動額（純額）
△57,556 △57,556 △57,556

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
△57,556 △57,556 672,151

平成18年９月30日　残高

（千円）
△56,019 △56,019 4,187,621
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当四半期会計期間（自平成19年１月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成18年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 801,964 2,508,714 4,189,798

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － － － － △157,236 △157,236 △157,236

四半期純利益 － － － － － 1,395,145 1,395,145 1,395,145

株主資本以外の項目の四半期会

計期間中の変動額（純額）
－ － － － － － － －

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － － 1,237,909 1,237,909 1,237,909

平成19年９月30日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 2,039,874 3,746,624 5,427,707

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 4,413,973

四半期会計期間中の変動額

剰余金の配当 － － △157,236

四半期純利益 － － 1,395,145

株主資本以外の項目の四半期

会計期間中の変動額（純額）
19,064 19,064 19,064

四半期会計期間中の変動額合計

（千円）
19,064 19,064 1,256,973

平成19年９月30日　残高

（千円）
243,239 243,239 5,670,947
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前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益剰
余金

平成17年12月31日　残高（千円） 805,817 875,266 875,266 6,750 1,300,000 526,098 1,832,848 3,513,932

事業年度中の変動額

新株の発行 － － － － － － － －

剰余金の配当 － － － － － △65,515 △65,515 △65,515

当期純利益 － － － － － 741,381 741,381 741,381

自己株式の処分 － － － － － － － －

別途積立金の積立 － － － － 400,000 △400,000 － －

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － － 400,000 275,866 675,866 675,866

平成18年12月31日　残高

（千円）
805,817 875,266 875,266 6,750 1,700,000 801,964 2,508,714 4,189,798

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成17年12月31日　残高

（千円）
1,537 1,537 3,515,469

事業年度中の変動額

新株の発行 － － －

剰余金の配当 － － △65,515

当期純利益 － － 741,381

自己株式の処分 － － －

別途積立金の積立 － － －

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
222,637 222,637 222,637

事業年度中の変動額合計

（千円）
222,637 222,637 898,504

平成18年12月31日　残高

（千円）
224,175 224,175 4,413,973
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

時価のあるもの

四半期決算期末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

投資事業有限責任組合に類する出資

の会計処理は、匿名組合・任意組合

の純資産及び純損益のうち当社の持

分相当額をそれぞれ投資有価証券・

その他の関係会社有価証券及び収

益・費用として計上しております。

なお、匿名組合・任意組合の純損益

の持分相当額の会計処理については、

当社の連結子会社が組合事業を推進

し従事する営業者となっている匿名

組合・任意組合への出資に係る損益

は営業損益に計上するとともにその

他の関係会社有価証券を加減し、当

社の連結子会社が匿名組合の営業者

となっていない匿名組合・任意組合

への出資に係る損益は営業外損益に

計上するとともに投資有価証券・そ

の他の関係会社有価証券を加減して

おります。

③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

同左

③投資事業有限責任組合に類する出

  資の会計処理

同左

 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方

法

販売用不動産

個別法による原価法によっ

ております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方

法

販売用不動産

同左

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方

法

販売用不動産

同左
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項目

前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物            10年～39年

その他       　 ４年～８年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

 (2）無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 (3）長期前払費用

定額法によっております。

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左

３．繰延資産の処理方法  (1) 社債発行費

 支出時に全額費用処理しております。

(1) 社債発行費

同左

(1) 社債発行費

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討して回収不能見込額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当四半期末における退職給付債務

の見込額（自己都合による四半期

末要支給額の100％相当額）に基

づき計上しております。

(2）退職給付引当金

同左

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額（自己都合による期末要支給

額の100％相当額）に基づき計上

しております。

 (3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による四半期末要支給

額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による期末要支給額を

計上しております。

５．重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左
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項目

前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

６．重要なヘッジ会計の方

法

(1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、金

利スワップの特例処理の要件を満

たしているため特例処理を採用し

ております。

   ───────────── (1）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、金

利スワップの特例処理の要件を満

たしているため特例処理を採用し

ております。

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の利息

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　金利スワップ取引

ヘッジ対象　　借入金の利息

 (3）ヘッジ方針

借入金の利息に係る金利変動リス

クをヘッジしております。

(3）ヘッジ方針

借入金の利息に係る金利変動リス

クをヘッジしております。

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性の評価を

省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワッ

プ取引については有効性の評価を

省略しております。

７．その他四半期財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当四半期の費用として処理してお

ります。

(1）消費税等の会計処理

同左

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっており、控除

対象外消費税及び地方消費税は、

当期の費用として処理しておりま

す。
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前四半期会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年９月30日）

当四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

  当四半期会計期間から「固定資産の減損に係

  る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

  基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

  会  平成14年８月９日））及び「固定資産の

  減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

  基準委員会  平成15年10月31日  企業会計基

  準適用指針第６号）を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

        ──────────── （固定資産の減損に係る会計基準）

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会

　計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準

　の設定に関する意見書」（企業会計審議会

  平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

　に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

　委員会  平成15年10月31日  企業会計基準適

　用指針第６号）を適用しております。

  これによる損益に与える影響はありません。

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

  当四半期会計期間より「貸借対照表の純資

  産の部の表示に関する会計基準」（企業会

  計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

  借対照表の純資産の部の表示に関する会計

  基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

  針第８号  平成17年12月９日）を適用して

  おります。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

  4,187,621千円であります。

  なお、中間財務諸表等規則の改正により、

　当四半期会計期間における四半期貸借対照

  表の純資産の部については、改正後の中間

  財務諸表等規則により作成しております。

        ────────────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

  計基準)

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

　の部の表示に関する会計基準」（企業会計

　基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

　対照表の純資産の部の表示に関する会計基

　準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

　第８号平成17年12月９日）を適用しており

　ます。

  従来の資本の部の合計に相当する金額は

  4,413,973千円であります。

  なお、財務諸表等規則の改正により、当

　事業年度における貸借対照表の純資産の部

　については、改正後の財務諸表等規則によ

　り作成しております。

        ────────────  (企業結合に係る会計基準等)

　当四半期会計期間より「企業結合に係る会

　計基準」（企業会計審議会　平成15年10月

　31日）及び「事業分離等に関する会計基

　準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

　27日企業会計基準第7号）並びに「企業結合

　会計基準及び事業分離等会計基準に関する

　適用指針」（企業会計基準委員会　最終改

　正  平成18年12月22日企業会計基準適用指

　針第10号）を適用しております。

        ────────────

        ────────────  (減価償却方法の変更)

 当四半期会計期間から、法人税法の改正に伴

 い、平成19年４月１日以降取得の固定資産に

 ついては、改正法人税法の規定する償却方法

 により、減価償却費を計上しております。

 なお、この変更に伴う営業利益、経常利益及

 び税引前四半期純利益に与える影響は軽微で

 あります。

        ────────────

表示方法の変更

前四半期会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年９月30日）

当四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

(四半期貸借対照表)

「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関す

る実務上の取扱い」（企業会計基準委員会　実務対応報告第20号）

が平成18年９月８日に公表されたことに伴い、当社の関係会社で

ある投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について、

従来、「投資有価証券」に含めて表示しておりましたが、当四半

期会計期間から「その他の関係会社有価証券」として表示する方

法に変更いたしました。

なお、前四半期会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該出資

の額は、198,051千円であります。

────────────
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(4）注記事項

（四半期貸借対照表関係）

前四半期会計期間末

（平成18年９月30日）

当四半期会計期間末

（平成19年９月30日）

前事業年度

（平成18年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

79,203千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

98,516千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

81,805千円

※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額 ※２．担保に供している資産の額

販売用不動産 3,293,223 千円

計 3,293,223  

販売用不動産 5,234,237 千円

計 5,234,237  

販売用不動産 2,306,286 千円

計 2,306,286  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務

短期借入金 1,720,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
700,000

計 2,420,000  

短期借入金 700,000 千円

長期借入金 3,500,000

計 4,200,000  

短期借入金 820,000 千円

１年以内返済予定の

長期借入金
700,000

計 1,520,000  

※３．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

※３．消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

　　　のうえ、流動資産の「その他」に含め

　　　て表示しております。

※３　　  ────────────

（四半期損益計算書関係）

前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 7,794千円 受取利息 9,262千円 受取利息 13,295千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

社債発行費 33,079千円

支払利息 92,153

社債発行費 26,529千円

支払利息 114,518

社債発行費 33,079千円

支払利息 87,190

  ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額   ３．減価償却実施額

有形固定資産 18,796千円

無形固定資産 9,611

有形固定資産 18,747千円

無形固定資産 8,707

有形固定資産 25,757千円

無形固定資産 12,783

（四半期株主資本等変動計算書関係）

 前四半期会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。 

 

 当四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。 

 

 前事業年度　　（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。  
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 (リース取引関係)

前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び四半期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

有形固定

資産その他
24,052 10,553 13,498

合計 24,052 10,553 13,498

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

四半期末

残高相当

額

（千円）

有形固定

資産その他
23,670 14,429 9,240

合計 23,670 14,429 9,240

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

有形固定

資産その他
23,670 11,471 12,199

合計 23,670 11,471 12,199

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,987千円

１年超 9,698

合計 13,686

１年内 3,979千円

１年超 5,462

合計 9,442

１年内 3,940千円

１年超 8,452

合計 12,392

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

支払リース料 3,130千円

減価償却費相当額 3,006

支払利息相当額 174

支払リース料 3,077千円

減価償却費相当額 2,958

支払利息相当額 127

支払リース料 4,103千円

減価償却費相当額 3,945

支払利息相当額 215

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 347,220千円

１年超 1,205,550

合計 1,552,770

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 320,300千円

１年超 890,650

合計 1,210,950

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 347,220千円

１年超 1,118,745

合計 1,465,965

 (有価証券関係)

　前四半期会計期間、当四半期会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは

ありません。

（企業結合等関係）

 当四半期会計期間（自　平成19年１月１日　至　平成19年９月30日）

 共通支配下の取引

 　　四半期連結財務諸表の注記事項における記載内容と同一であるため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）

前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日　 

 　至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日　 

 　至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

 　至　平成18年12月31日 ）

１株当たり純資産額 159,796円27銭 

１株当たり四半期純利益 30,345円 6銭 

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 
     28,698円 4銭 

１株当たり純資産額     108,199円41銭 

１株当たり四半期純利益      26,618円82銭 

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 
     24,478円38銭 

１株当たり純資産額 84,216円86銭

１株当たり当期純利益 14,145円25銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
13,379円19銭

  平成17年12月20日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりとなっ

ております。

１株当たり純資産額 127,292円80銭 

１株当たり四半期純利益 12,354円68銭 

  

　平成18年11月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前四半期会計期間における１

株当たり情報については、以下のとおりであ

ります。

１株当たり純資産額 79,898円13銭

１株当たり四半期純利益 15,172円53銭

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
14,349円 2銭

　平成18年11月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 67,073円76銭

１株当たり当期純利益 10,020円57銭

　（注）　１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前四半期会計期間

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年９月30日 ）

当四半期会計期間

（ 自　平成19年１月１日   

   至　平成19年９月30日 ）

前事業年度

（ 自　平成18年１月１日   

   至　平成18年12月31日 ）

１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益（千円） 795,222 1,395,145 741,381

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

 普通株式に係る四半期（当期）純利益（千円） 795,222 1,395,145 741,381

期中平均株式数（株） 26,206 52,412 52,412

 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

 四半期（当期）純利益調整額（千円） － － －

 普通株式増加数（株） 1,504 4,583 3,001

 （うち新株予約権） (1,504) (4,583) (3,001)

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

    ────────     ──────── 　第二回ストック・オプ

ション（株式換算数4,854

株）
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（重要な後発事象）

前四半期会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年９月30日）

当四半期会計期間
（自　平成19年１月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

  株式分割

　当社の平成18年９月25日開催の取締役会にお

いて株式分割に関し、下記のとおり決議いたし

ました。

（1）株式分割の目的

　投資単価の引き下げ及び当社株式の流動性の

向上、個人投資家層の拡大を図ることを目的と

いたします。

（2）株式分割の方法

　平成18年10月31日最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載または記録された株主の所有株式

数を１株につき２株の割合をもって分割す

る。

（3）分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式数　　26,206株

今回の分割により増加する株式数　26,206株

株式分割後の当社発行済株式総数　52,412株

（4）日程

　基準日  　　　　　　平成18年10月31日

　効力発生日　　　　　平成18年11月１日

　新株交付日　　　　　平成18年12月20日

(5)1株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が、前期首に行われたと仮定し

た場合の前四半期会計期間及び前事業年度にお

ける1株当たり情報並びに当期首に行われたと

仮定した場合の当四半期会計期間における1株

当たり情報はそれぞれ以下のとおりです。

前四半期

会計期間

当四半期

会計期間
前事業年度 

１株当たり

純資産額

63,646円40銭

１株当たり

純資産額

79,898円13銭 

１株当たり

純資産額

67,073円76銭 

1株当たり

四半期純利益

 6,177円34銭

1株当たり

四半期純利益

15,172円53銭 

1株当たり

当期純利益

10,020円57銭

 

潜在株式調整

後１株当たり

四半期純利益

14,349円 2銭

 

１.株式の分割

平成19年８月20日開催の臨時取締役会におい

て、株式の分割に関し、下記のとおり決議いた

しました。

（1）株式分割の目的

　投資単価の引き下げ及び当社株式の流動性の

向上、個人投資家層の拡大を図ることを目的と

いたします。

（2）株式分割の概要

①平成19年９月30日(日)最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載された株主の所有普通株式１

株につき２株の割合をもって分割いたしま

す。

　ただし、当日は株主名簿管理人の休業日につ

き、実質上は平成19年９月28日(金)を基準日と

して、株主の所有普通株式を１株につき２株の

割合をもって分割いたします。

②分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式数　　52,412株

今回の分割により増加する株式数　52,412株

株式分割後の当社発行済株式総数 104,824株

株式分割後の発行可能株式総数　 288,000株

（3）日程

株式分割基準日　　平成19年９月30日（日）

効力発生日　　　　平成19年10月１日（月）

新株券交付日　　　平成19年11月20日（火） 

　当該株式分割は前期首に行われたと仮定した

場合の前四半期会計期間及び前事業年度におけ

る１株当たり情報並びに当期首に行われたと仮

定した場合の当四半期会計期間における１株当

たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前四半期

会計期間

当四半期

会計期間
前事業年度 

１株当たり

純資産額

39,949円 7銭

１株当たり

純資産額

54,099円71銭 

１株当たり

純資産額

42,108円43銭 

1株当たり

四半期純利益

 7,586円27銭

1株当たり

四半期純利益

13,309円41銭 

1株当たり

当期純利益

 7,072円63銭

潜在株式調整

後１株当たり

四半期純利益

 7,174円51銭

潜在株式調整

後１株当たり

四半期純利益

12,239円19銭

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

 6,689円60銭

 

　２.子会社の解散    

　平成19年９月11日開催の取締役会において、

当社の連結子会社である株式会社登美二の解散

を決議いたしました。なお、平成19年11月末の

清算結了を予定しております。

　本件により、当事業年度の損益に与える影響

は、子会社清算益として約150百万円を計上す

る見込みであります。

           ───────────
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